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■調査の目的 

市民の男女共同参画に関する意識の変化や実態を的確に把握し、過去の調査と比較することに

よって各種施策の効果等を検証するとともに、厚木市男女共同参画計画改定の基礎データとし、

今後の施策展開に向けた課題を抽出することを目的とします。 

 

■調査の方法 

（１）調査地域 市内全域 

（２）調査対象 3,000 人 

・厚木市に在住する満 18 歳以上の男女 2,000 人（外国籍の方を含む）…市内在住者 

・厚木市に在勤する満 18 歳以上の男女 1,000 人（外国籍の方を含む）…市内在勤者 

（３）抽出方法 無作為抽出 

（４）調査方法 郵送配布・郵送回収 

（５）調査期間 令和３年 10 月７日～10月 27 日 

（６）回収率  37.2％（配布数：3,000 通 回収数：1,117 通） 

 

■回答者の属性 

（１）性別     （２）年代 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■調査項目 

 

１ 男女平等意識について 

２ 女性の活躍推進について 

３ ワーク・ライフ・バランスと生活時間の配分について 

４ 家庭生活について 

５ 社会生活について 

６ 出産・育児について 

７ ハラスメント・ＤＶについて 

８ 性の多様性について 

９ 新型コロナウイルス感染拡大の影響について 

10 男女共同参画社会に関する施策について  

（回答者数 = 1,117）

男性

44.8％

女性

53.8％

その他

0.2％
答えたくない

0.6％

無回答

0.6％

（回答者数 = 1,117）

29歳以下

10.3％

30代

18.5％

40代

23.7％

50代

23.0％

60代

13.2％

70歳以上

9.6％

無回答

1.7％
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１ 男女平等意識について 

分野別男女の地位の平等感については、「平等」と答えた方が「学校教育の場」で４割半ばと

最も高く、続いて「家庭生活」、「法律や制度上」の順で続きます。 

一方、「男性優位」と答えた方は「政治や政策決定の場」で 7割半ばと最も高く、続いて「社

会通念や慣習上」、「職場」の順で続きます。 

 

１-１ 分野別男女の地位の平等感  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性別で役割を区別する考え方については、「共感しない」と答えた割合が約７割となってお

り、共感しない理由については、「男女の役割は固定せずに、どちらが仕事をしても家庭にいて

も良い」や「男女共に仕事を持ち、家庭でも責任を分担するのが良い」が高い割合を占めてい

ます。 

 

１-２ 性別で役割を区別する考え方 

 

 

 

 

 

 

  

（回答者数 = 1,117）

共感する

6.9％

共感しない

69.4％

どちらとも

言えない

23.0％

無回答

0.7％

回答者数 = 1,117

家庭生活

職場

学校教育の場

自治会等地域活動の場

政治や政策決定の場

法律や制度上

社会通念や慣習上

36.8

26.3

45.3

21.8

7.9

26.6

13.1

30.4

54.7

11.5

38.0

74.8

42.3

65.6

13.7

2.7

2.1

3.4

0.2

3.1

1.7

17.6

14.6

39.0

35.3

15.3

26.6

18.3

1.4

1.7

2.1

1.4

1.8

1.3

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平等 男性優位 女性優位 わからない 無回答

〔参考〕 

国の意識調査（令和元年９月）  

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきで

ある」という考え方に対する意識 

 

「賛成」「どちらかといえば賛成」 35.0％ 

「反対」「どちらかといえば反対」 59.8％ 

「わからない」          5.2％ 
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２ 女性の活躍推進について 

女性にとって望ましい働き方については、

「結婚・出産してもずっと就業する」と答えた

割合が４割半ば、「出産したら仕事を辞め、子

育てが終わってから再度就業する」と答えた割

合が約３割を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、女性が出産後も離職せずに同じ職場で働き続けるために必要なことについては、「保育

所や学童クラブ等、子どもを預けられる環境の整備」が８割弱を占めており、子育てをしなが

ら就業するための環境の整備が課題となっています。 

 

２-２ 女性が出産後も離職せずに同じ職場で働き続けるために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（回答者数 = 1,117）

結婚せず、ずっと

就業する

0.9％

結婚・出産しても

ずっと就業する

44.2％

結婚したら仕事を

辞め、その後は

就業しない

0.8％

出産したら仕事を

辞め、その後は

就業しない

1.0％

出産したら仕事を

辞め、子育てが

終わってから再

度就業する

29.4％

就業しない

0.6％

その他

21.8％

無回答

1.3％

回答者数 = 1,117 ％

保育所や学童クラブ等、子どもを預けられる環境の
整備

男性の家事参加への理解・意識改革

短時間勤務や在宅勤務等職場における育児との
両立支援制度の充実

女性が働き続けることへの周囲の理解・意識改革

家事・育児支援サービスの充実

長時間労働の改善を含めた働き方の見直し

働き続けることへの女性自身の意識改革

その他

79.0

60.0

59.4

51.6

42.3

40.1

23.9

4.0

0 20 40 60 80

２-１ 女性にとって望ましい働き方 
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女性のリーダーが増えることで生じる変化については、「多様な視点が加わることにより、新

たな価値や商品・サービスが創設される」、「男女問わず意欲のある人材が活躍できる」の割合

が６割を超え、「女性の声が反映されやすくなる」の割合が５割となっています。 

 

２-３ 政治・経済・地域等の各分野で女性のリーダーが増えることで生じる変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性のリーダーが増えるために必要なことについては、「必要な知識や経験等を持つ女性が

増えること」の割合が約６割、「夫等の家族が子育て・介護・家事等をともに分担すること」、

「保育・介護等の公的サービスが充実すること」、「リーダーになることを希望する女性が増え

ること」の割合が４割を超えています。 

 

２-４ 政治・経済・地域等の各分野で女性のリーダーが増えるために必要なこと 

  
回答者数 = 1,117 ％

必要な知識や経験等を持つ女性が増えること

夫等の家族が子育て・介護・家事等をともに
分担すること

保育・介護等の公的サービスが充実すること

リーダーになることを希望する女性が増えること

職場の上司・同僚・部下や顧客が女性リーダー
を必要とすること

長時間労働が改善されること

企業等で、広域異動を伴わない管理職ポスト
が増えること

その他

57.6

48.3

44.8

40.9

37.0

25.2

24.8

4.1

0 20 40 60 80

回答者数 = 1,117 ％

多様な視点が加わることにより、新たな価値や
商品・サービスが創設される

男女問わず意欲のある人材が活躍できる

女性の声が反映されやすくなる

男女問わず仕事と家庭のバランスのとれた
生活ができるようになる

男性の家事・育児・介護等への参加が増える

人材・労働力の確保につながり、社会全体が
活性化する

労働時間の短縮等の働き方の見直しが進む

保育・介護等の公的サービスの必要性が
増大し、家計負担及び公的負担が増大する

今より仕事以外のことが優先され、業務に
支障を来すことが多くなる

男性のポストが減り、男性が活躍しづらくなる

その他

62.3

61.4

50.0

33.0

32.1

31.1

19.2

13.4

5.3

3.8

3.3

0 20 40 60 80
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３ ワーク・ライフ・バランスと生活時間の配分について 

ワーク・ライフ・バランスの実現状況につい

ては、「実現できている」と「おおよそ実現で

きている」を合わせた“実現できている”の割

合が 47.5％となっています。一方、「あまり実

現できていない」と「実現できていない」を合

わせた“実現できていない”の割合が 38.9％と

なっていており、“実現できている”を下回っ

ています。 

 

 

 

 

 

（１）企業による取組 

企業による取組については、「各種

休暇・休業制度を充実させ、多様な

勤務形態を導入する」の割合が

63.0％で最も高く、次いで「企業、事

業所において業務の見直しや意識改

革を促す」の割合が 36.8％、「育児・

介護で休暇を取得しても不利になら

ない人事評価制度を導入する」の割

合が 36.3％などとなっています。 

 

 

 

 

（２）行政による取組 

行政による取組については、「柔軟

な働き方が実現できる法令や雇用環

境を整備する」の割合が 52.3％で最

も高く、次いで「保育施設や介護施

設等を充実させる」の割合が 40.5％

などとなっています。 

 

 

 

 

  

（回答者数 = 884）

実現できている

8.8％

おおよそ

実現できている

38.7％

あまり実現

できていない

29.4％

実現できて

いない

9.5％

わからない

7.6％

無回答

6.0％

回答者数 = 884 ％

各種休暇・休業制度を充実させ、多様な
勤務形態を導入する
企業、事業所において業務の見直しや
意識改革を促す
育児・介護で休暇を取得しても不利にな
らない人事評価制度を導入する

在宅勤務等を認め、通勤の負担を減らす

福利厚生の充実を図る

正社員と非正規社員の格差を改善する

会社内に保育所を設置する

その他

63.0

36.8

36.3

26.8

22.5

18.3

10.4

4.3

0 20 40 60 80

３－１ ワーク・ライフ・バランスの 

実現状況 

３－２ ワーク・ライフ・バランス実現に 

必要な取組（企業） 

３－３ ワーク・ライフ・バランス実現に 

必要な取組（行政） 

回答者数 = 884 ％

柔軟な働き方が実現できる法令や雇用
環境を整備する

保育施設や介護施設等を充実させる

長時間労働の抑制や年次有給休暇の取
得促進を促す
ワーク・ライフ・バランスに関する調査を行
い、具体的な政策に活かす
企業表彰制度や補助金などを設けて先
進的な企業の取組を促進する
短時間勤務制度を率先して導入し、民間
企業への普及を促す
ワーク・ライフ・バランスに関する啓発を行
う

その他

52.3

40.5

29.2

23.0

20.7

16.9

10.9

3.6

0 20 40 60 80
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（３）一人一人による取組 

一人一人による取組については、

「趣味や社会活動等に積極的に参加

し、仕事以外の生きがいを持つ」の

割合が44.0％で最も高く、次いで「家

事、育児等を男女が協力して行うよ

う努める」の割合が 41.2％、「労働時

間の短縮や計画的な休暇取得を心掛

ける」の割合が 38.5％などとなって

います。 

 

 

 

４ 家庭生活について 

日常的な家庭の仕事の分担（現実）については、地域活動を除くと全ての項目で「主に妻」

の割合が高く、「食事の支度」、「洗濯」は７割を超えています。 

また、全ての項目で「夫と妻で半々」の割合が、現実より理想の方が高い割合になっていま

す。 

４－１ 日常的な家庭の仕事の分担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３－４ ワーク・ライフ・バランス実現に必要な取組 

（一人一人） 

回答者数 = 884 ％

趣味や社会活動等に積極的に参加し、
仕事以外の生きがいを持つ
家事、育児等を男女が協力して行うよう
努める
労働時間の短縮や計画的な休暇取得を
心掛ける
子育て期、中高年期等人生の各段階に
応じた働き方を実践する
「男性は仕事」「女性は家庭」というように
性別で役割を区別する考え方を見直す
職場や地域でお互いに助け合うことがで
きる仲間（ネットワーク）づくりを進める
ワーク・ライフ・バランスの講座や研修会
に参加し、意識を高める

その他

44.0

41.2

38.5

29.1

27.4

18.8

4.0

1.7

0 20 40 60 80

回答者数 = 691

現実

理想

現実

理想

現実

理想

現実

理想

現実

理想

現実

理想

食
事
の
支
度

食
事
の

後
片
付
け

掃
除

洗
濯

買
物

地
域
活
動

11.7

41.8

21.0

41.8

19.5

52.1

12.0

39.8

31.8

53.0

21.6

47.8

74.7

31.0

54.0

31.0

59.2

13.2

71.8

31.0

49.8

17.9

31.3

4.9

2.6

0.6

11.4

0.6

7.4

2.9

5.5

1.9

4.5

1.9

30.0

20.0

4.2

16.5

6.4

16.5

6.2

21.6

3.6

18.1

6.5

17.1

5.9

14.0

1.7

1.7

0.6

1.9

0.7

0.3

1.4

1.0

2.2

6.8

8.4

7.2

8.4

7.1

8.4

7.1

8.5

7.1

8.7

10.3

11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

夫と妻で半々 主に妻 主に夫

家族で交代・分担 その他サービスの利用 無回答
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日常的な子育ての分担（現実）については、全ての項目で「主に妻」が最も高くなっており、

特に「ミルク・食事の世話」で８割を超えています。一方「主に夫」で最も高いのは「お風呂

に入れる」で、２割半ばとなっています。 

また、全ての項目で「夫と妻で半々」の割合が、現実より理想の方が高く、理想では６割以

上となっています。 

 

４－２ 日常的な子育ての分担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無回答を除いて集計しています。 

 

 

 

 

 

  

夫と妻で半々 主に妻 主に夫

祖父母等と交代・分担 その他サービスの利用

回答者数 = 168

現実

理想

現実

理想

現実

理想

現実

理想

現実

理想

現実

理想

ミ

ル

ク

食

事
の

世

話

お

む
つ

交

換

排

泄
の

世

話

お
風

呂

に

入

れ

る

保

育
園

・

幼

稚

園
の

送

迎

勉

強

や

宿

題
を

見

る

幼
稚

園

・

学

校

行

事

に

参
加

17.9

71.6

36.4

81.3

36.5

73.5

18.9

69.7

32.9

82.2

44.0

87.2

80.4

23.5

61.2

12.5

38.8

7.8

76.7

23.2

62.7

8.9

55.4

9.8

0.6

0.6

2.5

24.1

15.7

3.1

1.9

3.1

4.5

0.6

1.2

1.8

3.7

1.8

3.1

0.6

2.4

0.6

3.2

0.6

2.5

1.2

0.6

0.6

0.6

0.6

1.9

0.6

1.9

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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５ 社会生活について 

社会活動の参加状況については、「自治会等の地域活動」が２割を超えて高くなっています

が、「特に活動していない」が５割を超えており、半数以上が社会活動に参加していない状況で

す。 

５－１ 社会活動の参加状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針決定の場に女性が参画することについ

ては、「男女に関係なく能力で選ばれるのが良

い」と答えた割合が４割半ばとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針決定の場に女性が参画する機会を増や

すために必要なことについては、「「役職は男性

がやるもの」という意識をなくすこと」の割合

が 19.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（回答者数 = 1,117）

「役職は男性がや

るもの」という意識

をなくすこと

19.4％

男性優位の組織

運営を改善する

こと

16.4％

女性の能力開発のた

めの研修訓練の機会

を充実させること

3.4％女性自身が積極的に参

画意識・意欲を持つこと

17.3％

家族からの支援や

協力があること

10.8％

女性の活動を支援するネットワーク

を広げて充実させること

5.0％

方針決定の重要な役職に一定の割合

で女性を登用する制度をつくること

7.0％

その他

2.1％

わからない

10.0％

無回答

8.5％

（回答者数 = 1,117）

男性を上回るほど

増える方が良い

1.2％
男女同数まで増

える方が良い

14.8％

男女同数まではい

かなくても、今より

増える方が良い

20.9％

今のままで良い

3.8％

今より少ない方が

良い

1.0％

男女に関係なく

能力で選ばれ

るのが良い

45.2％

その他

1.3％

わからない

8.9％

無回答

3.0％

５－２ 方針決定の場に女性が参画すること 

５－３ 方針決定の場に女性が参画する 

機会を増やすために必要なこと 

回答者数 = 1,117 ％

自治会等の地域活動

趣味やスポーツ等のグループ活動

ＰＴＡ、子ども会等の活動

ボランティア活動

その他

特に活動していない

22.4

17.8

8.3

6.6

1.3

57.1

0 20 40 60 80
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６ 出産・育児について 

少子化の理由については、「経済的なゆとりがないから」や「結婚しない人が増えたから」と

答えた割合が半数を超えています。 

 

６－１ 少子化の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出産・育児に関する考え方については、『子どもを産む産まない、いつ産む、何人産むかにつ

いては、当事者の意思を尊重すべきである』、『子育ては夫婦が共にすべきである』で「そう思

う」の割合が８割を超えています。 

 

６－２ 出産・育児に関する考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,117

子どもを産む産まない、いつ産む、何人産
むかについては、当事者の意思を尊重す
べきである

子育ては夫婦が共にすべきである

３歳までは母親の手で育てるべきである

子どもを外に預けてまで仕事をすべきでは
ない

家庭での子どもの教育やしつけは母親の
責任である

男の子は男らしく、女の子は女らしく育て
た方が良い

89.7

90.3

19.1

9.3

2.8

13.2

0.8

1.3

38.9

55.9

80.8

52.4

6.3

5.5

38.3

31.2

13.0

31.1

3.2

3.0

3.7

3.6

3.4

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う そう思わない どちらとも言えない 無回答

回答者数 = 1,117 ％

経済的なゆとりがないから

結婚しない人が増えたから

結婚年齢が高くなったから

女性の働く割合が高くなったから

子どもより仕事や趣味等その他の活動を優先と考
えている人が多いから

地域や職場での子育て支援制度が充実していな
いから

出産や育児は精神的・肉体的負担が大きいから

子どもは少なくして、手厚く育てたいという人が増
えたから

育児に対する男性の理解、協力が足りないから

子どもより夫婦を中心に考える人が増えたから

その他

57.9

53.4

33.0

25.6

21.3

17.8

12.0

10.1

8.1

4.4

4.6

0 20 40 60 80
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７ ハラスメント・ＤＶについて 

ハラスメントを受けた経験と種類

については、「どれも受けていない」

の割合が 44.1％と最も高く、次いで

「パワー・ハラスメント」、「モラル・

ハラスメント」、「セクシュアル・ハ

ラスメント」の順になっています。 

性別では、女性で「セクシュアル・

ハラスメント」、「モラル・ハラスメ

ント」の割合が高くなっています。

一方、男性で「パワー・ハラスメン

ト」、「受けたかどうかわからない」、

「どれも受けていない」の割合が高

くなっています。 

 

 

 

セクシュアル・ハラスメントをなくすための対策については、「セクシュアル・ハラスメント

は人権侵害という意識づくり、啓発活動の充実」の割合が 55.7％と最も高くなっています。 

パワー・ハラスメントをなくすための対策については、「パワー・ハラスメントは人権侵害と

いう意識づくり、啓発活動の充実」の割合が 56.8％と最も高くなっています。 

 

７－２ セクシュアル・ハラスメントをなくすための対策 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

７－３ パワー・ハラスメントをなくすための対策 

 

 

  

７－１ ハラスメントを受けた経験と種類 

％

パワー・ハラスメント

モラル・ハラスメント

セクシュアル・ハラスメント

マタニティ・ハラスメント

受けたかどうかわからない

どれも受けていない

33.6

16.4

2.8

0.2

12.2

45.8

25.1

21.0

18.0

3.5

9.7

42.9

29.0

18.9

11.3

2.1

10.7

44.1

0 20 40 60 80

全体 （回答者数 = 1117）

男性 （回答者数 = 500）

女性 （回答者数 = 601）

回答者数 = 1,117 ％

セクシュアル・ハラスメントは人権侵害と
いう意識づくり、啓発活動の充実

罰則規定等法律面での強化

企業等でのセクシュアル・ハラスメント防
止教育の充実や相談窓口の設置

公的な相談窓口の充実

詳細な実態把握のための調査・研究

その他

55.7

46.8

40.6

35.9

24.1

2.5

0 20 40 60 80

回答者数 = 1,117 ％

パワー・ハラスメントは人権侵害という意
識づくり、啓発活動の充実
企業等でのパワー・ハラスメント防止教
育の充実や相談窓口の設置

罰則規定等法律面での強化

公的な相談窓口の充実

詳細な実態把握のための調査・研究

その他

56.8

48.3

48.0

35.9

28.3

2.8

0 20 40 60 80
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ドメスティック・バイオレンスの経験については、『大声でどなられる』、『自分はないが身近

な人が受けたと聞いたことがある』で「何度もあった」と「数回あった」を合わせた“あった”

の割合が高くなっています。 

 

７－４ ドメスティック・バイオレンスの経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ドメスティック・バイオレンスを受けたときの相談先については、「知人・友人」の割合が

63.7％と最も高く、次いで「親類」の割合が 41.8％、「行政の相談窓口」の割合が 15.4％とな

っています。 

 

７－５ ドメスティック・バイオレンスを受けたときの相談先 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,117

大声でどなられる

「誰のお陰で生活できるんだ」とか、
「かいしょうなし」等と言われる

交友関係や電話を必要以上に
細かく監視される

何を言っても、長時間無視される

殴るふりをして、脅される

家に生活費を入れない

嫌がっているのにポルノビデオや
雑誌を見せられる

嫌がっているのに性的な行為を
強要する

足で蹴ったり、平手で打つ

命の危険を感じるほどの暴行を
受ける

自分はないが身近な人が受けたと
聞いたことがある

6.7

2.6

3.4

2.8

2.1

1.3

0.4

2.0

2.1

1.2

4.2

15.0

7.9

5.9

9.0

4.6

2.1

1.2

4.4

5.9

1.4

17.8

73.6

84.2

85.6

82.9

88.4

91.3

92.9

88.2

86.5

91.9

72.5

4.7

5.3

5.1

5.3

4.9

5.3

5.6

5.5

5.6

5.5

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

何度もあった 数回あった 全くない 無回答

回答者数 = 91 ％

知人・友人

親類

行政の相談窓口

警察署

医師・カウンセラー

家庭裁判所・弁護士

その他

63.7

41.8

15.4

11.0

6.6

6.6

3.3

0 20 40 60 80
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ドメスティック・バイオレンスを相談していない理由については、「相談するほどでもないと

思った」と答えた方が５割を超えています。 

 

７－６ ドメスティック・バイオレンスを受けたときに相談していない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談窓口等で配慮してほしいことについては、「匿名で相談ができる」、「弁護士など、法的知

識のある相談員がいる」と答えた方が約５割となっています。 

 

７－７ 相談窓口等で配慮してほしいこと 

 

  

回答者数 = 1,117 ％

匿名で相談ができる

弁護士など、法的知識のある相談員がいる

同性の相談員がいる

臨床心理士、公認心理士など、心理専門職の
相談員がいる

他の相談窓口との連携が行われる

その他

特にない

わからない

53.0

49.2

38.7

34.9

24.0

2.0

5.9

9.2

0 20 40 60 80

回答者数 = 296 ％

相談するほどでもないと思った

相談しても無駄だと思い、相談しなかった

自分にも落ち度があると思い相談しなかった

自分が我慢すれば、このままやっていけると思い
相談しなかった

どこに相談して良いかわからなかった

恥ずかしくて誰にも言えなかった

相談したことがわかると仕打ちや子どもに危害が
及ぶと思ったから相談しなかった

54.4

27.4

20.6

16.6

15.9

8.4

2.4

0 20 40 60 80
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８ 性の多様性について 

身近な人にＬＧＢＴの方がいるかにつ

いては、「身近にいる」と答えた方が１割

を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＬＧＢＴの方にとって生活しづらい社

会かについては、「そう思う」と答えた方

が４割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＬＧＢＴの方が生活しやすい社会にするために必要な対策については、「学校教育の中で、性

の多様性について正しい知識を教える」の割合が 35.8％と最も高く、次いで「法律等に性的少

数者の方への偏見や差別解消への取組を明記する」の割合が 13.0％、「パートナーの関係を宣

誓できる制度を創設する」の割合が 11.2％となっています。 

 

８－３ ＬＧＢＴの方が生活しやすい社会にするために必要な対策 

 

  

（回答者数 = 500）

行政が市民等へ

周知啓発を行う

5.4％

相談窓口等を充実させ、周知する

2.6％

学校教員や行政職員への研修等を行う

3.6％

法律等に性的少数者の方への偏見

や差別解消への取組を明記する

13.0％

パートナーの関係を宣誓で

きる制度を創設する

11.2％

当事者や支援団体、行政を交え

た意見交換を行う

1.4％
企業などが働きやすい職場環境

づくりの取り組みをする

7.6％

学校教育の中で、性の

多様性について正しい

知識を教える

35.8％

その他

3.4％

無回答

16.0％

（回答者数 = 1,117）

そう思う

44.8％

そう思わない

10.2％

どちらとも

言えない

38.2％

無回答

6.8％

（回答者数 = 1,117）

身近にいる

11.7％

話を聞いた

ことがある

15.4％

身近にいない

54.2％

わからない

14.9％

その他

1.5％

無回答

2.3％

８－１ 身近な人にＬＧＢＴの方がいるか 

８－２ ＬＧＢＴの方にとって生活しづらい社会か 
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９ 新型コロナウイルス感染拡大の影響について 

新型コロナウイルス感染拡大の影響による働き方の変化については、「特に変わりはなかっ

た」と答えた方が約５割となっています。一方で、働き方に何らかの変化があったと答えた方

は３割を超えています。 

 

９－１ 新型コロナウイルス感染拡大の影響による働き方の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染拡大の影響による生活や行動の変化については、「友達に会えなく

なった」、「やりたいことができなくなった」と答えた方が、それぞれ約３割となっています。 

 

９－２ 新型コロナウイルス感染拡大の影響による生活や行動の変化 

  

回答者数 = 1,117 ％

特に変わりはなかった

在宅で仕事をするようになった

出勤日数が減った

会社の都合で仕事を休むことがあった

自己都合で仕事を休むことがあった

短時間勤務になった

時差出勤になった

自己都合で仕事を辞めた

残業や休日出勤が増えた

会社都合で仕事を辞めた
（雇い止め、派遣切りを含む）

その他

無回答

50.5

14.5

6.9

3.2

2.2

2.1

2.0

1.8

1.7

0.9

6.6

7.5

0 20 40 60 80

新型コロナウイルス感染拡大の影響に

より働き方に何らかの変化があった 

35.3％ 

回答者数 = 1,117 ％

友達に会えなくなった

やりたいことができなくなった

食事の支度や掃除などの家事負担が増えた

学校が休みになった時、子どもの世話が増えた

生活のリズムが不規則になった

ささいなことでパートナーとケンカをするように
なった

子どもを叱ることが増えた

パートナーからＤＶ・ハラスメントを受けるように
なった

特に変化したことはなかった

以前より良くなった

その他

無回答

29.1

28.6

3.4

3.0

2.9

1.0

0.4

0.0

13.3

2.3

4.9

11.0

0 20 40 60 80
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10 男女共同参画社会に関する施策について 

性別に関わりなく活躍できる社会の実現に必要な取組については、「賃金や昇進等、職場にお

ける男女格差是正に向けた働きかけを行う」の割合が 39.6％、「子育て支援制度を充実する」

の割合が 38.8％、「幼児期から男女共同参画意識を育成する」の割合が 35.2％などとなってい

ます。 

 

10 性別に関わりなく活躍できる社会の実現に必要な取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚木市男女共同参画市民意識調査報告書 

≪概要版≫ 
発行日 令和４年３月  

発 行 厚木市 協働安全部 市民協働推進課  

 〒243-8511 神奈川県厚木市中町３丁目 17 番 17 号  

 電話：046-225-2215 

回答者数 = 1,117 ％

賃金や昇進等、職場における男女格差是正に向けた働き
かけを行う

子育て支援制度を充実する

幼児期から男女共同参画意識を育成する

社会的なしきたり、慣習意識を改めるための啓発活動を充
実させる
労働時間の短縮や各種休業制度の普及等労働条件改善
に向けた働きかけを行う

高齢者等のための介護・生活支援サービスを充実させる

女性の就労意識の啓発と職業能力の開発、向上を図る

政策や方針決定過程への女性の参画を進める

地域活動や生涯学習で男女共同参画意識の啓発を行う

女性の健康、性またはＤＶ等に対する相談体制と情報提
供を充実させる

その他

39.6

38.8

35.2

29.0

27.5

19.9

16.8

14.3

14.0

3.5

2.1

0 20 40 60 80


